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1．はじめに  

冷水貝であるホタテの産業養柵は，1965年青森照  

隆奥湾におい て世界に先駆けて開始され，その技術が  

1968年に北海道渡島支庁にもたらされた．その後の  

技術改良とともに図1に示すような急速な成長を遂げ  

てきたが，1989年を境にして，経営雪が水場金額を  

＿トニ回る苦しい状況が続いている．その原因の一つが過  

剰生産による価額の低迷であるとして，目標生産量の  

設定と生産調整の支援システムに関する研究が求めら  

れている．この間題解決では，ホタテガイ養姉業の特  

殊性を考慮し，海域全体での養殖維持，粗利益の確保，  

既得権益への配慮を3本柱とするシステムズアプロー  

チがポイントとなる．  

2．粗利益確保の目標生産量設定システム  

われわれが取り上げるホタテガイ養殖は，侮日1に浮  

遊する幼生を資源とし，それらを棒綱で採取する自然  

採苗と，中間育成と耳吊りによる本養成による2年養  

殖ガイのボイル出荷を特徴とし，海域全体に展開する  

14の大小の漁協によって営まれている．そのヨ．三産活  

動の単位は組合員による家族経営で，純粋な利益概念  

が支配する経営体ではない．これらのことから，資源  

の再生産という意味からも，経常体の形態面からも，  

利益最大化ではなくて，大小の漁協による海域全体で  

の養殖活動の維持という視点が強く求められる課題と  

いえよう．   

養殖括軌の維持には，“水場金額’’から“経営賀’’  

を引いた粗利益カゞ最低限非負となることが必須条件と  

なる．そこで，まず，“水揚金額’’と“生産量’’の関  

係を定める水拷問数〝（J）と，“経常雪’’と“生産量’’  
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図1渡島支庁の養殖経営の推移  

の関係を定める経営菅関数z（∬）を推定し，海域全体  

での目標生産量の設定代替案を検討する 

この推定に使用する基本統計データを表1に示す．  

これらは3種類の年報から採取・整理したもので，上  

述の14の大小漁協単位で同形式の基本統計データが  

作成できる．金額は，いずれも1990年の消費者物佃  

指数を基準にデフレートしてある．   

水場関数の関数形は，生産量の増大に伴い頭打ちと  

なることから，シグモイドと2次関数の2種類を，経  

営費関数の関数形は，生産量の増大に伴う増加特性か  

ら，1次関数と3次関数の2種類を想定し，回帰分析  

を実施し，決定係数により定める．また，同様の検討  

を14の個別漁協単位のデータを用いて実行する．表  

2に推定結果を示す．個別漁協に関する推定分につい  

ては，大規模および小規模漁協からの各1例のみを示  

した．   

水拷問数については，シグモイド関数の方が若干上  

匝lり，0．904となった．この傾向は，全ての大規模漁  

協で確認されたが，小規模業漁協では逆に全てで2次  

関数の方が若干上回るという結果となった．また，数  

値的にも経営費関数の推定に比べて幾分低い値となっ  

た．   

経営曹関数については，3次関数の決定係数の方が  
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表1基礎統計データ  

年度  生産量  水揚額  経営費   

79   1．40】4．38   4．13   

98   8．74 室13．59   14．53   
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図2 水場関数および経営曹関数の推定  

の範囲で定められる．ちなみに，この海域でのピーク  

時のホタテガイ生産量は約9．3（ガトン）であり，且  

の生産量はその48％に，g2の生産量は81％に当たる．  

すなわち，20％以上の削減調整が必要な厳しい状況に  

あることが分かる．  

3．目標生産量の個別漁協への配分調整シ  

ステム  

目標生産量をEとし，それぞれが既得権益払（才＝  

1～乃）を持つ乃漁協への配分を考える．ここで，  

dl≦あ≦…≦（克  

とする．削減調整では，この既得権益への配慮が重要  

となるが，節2で述べたように，小規模漁協にも大規  

模漁協にレ受容してもらうには，各漁協への配分畏  

∬ォ（ダ＝1～乃）と，削減量d・－∬～・（才＝1～乃）に関して，  

Jl≦J2≦…≦∬〃   

（dl－Jl）≦（成一J2）≦…≦（め－∬乃）  

という順序関係が保存される配慮が望ましい．すなわ  

ち，配分量も既得権益量に拾うが，我慢最も既眉権益  

最に沿うならば，大規模誹帥如こも小規模漁協にも公平  

感が隼まれるだろう．   

既得権益量の総和をβとするとき，以下のCG  

（Contested Garment）原理による配分アルゴ．）ズム  

は，この順序関係を保存するものとなる：   

①E≦（dl／2）乃→J∠＝E／乃，グ＝1～乃   

②E≧β－（dl／2）乃→∬7＝d～・－（β－E）／乃，才＝1  

■一－’プ7   

③（dl／2）乃≦E≦β－（dl／2）邦⇒CG提携手順配分  

CG憤彗＝こよる配分とは，d，成という要求を持つ2  

（53）685   

表2 関数形別の決定係数  

若干上回り，0．971となった．この傾向は，漁協の規  

模にかかわらず全てで見られ，数値的にも0．97以上  

という高い値が得られた．   

ここでは，水場関数はシグモイド型，経営費関数は  

3次関数型として，海域全体の目標生産量の代替案設  
定を行う．図2は，採用した両関数と実データをプロ  

ットしたものである．また，図中のElは，水場金額  

と経営費の差が最大となる生産量を，g2は，水揚金  

額と経営費の差が零となる限界生産量を示している．   

これらの値は，推定した二つの関数  

14．43  
〟（∬）＝   

1＋2．35exp（1－0．8∬）   

z（J）＝－0．000038、r3－0．54J2十2．65∬＋0．63  

を用いて容易に求まる．粗利益確保の目標生産量の設  

定代替案Eは，それらの値を用いて，  

4．46＝且1≦E≦g2＝7．56  
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表3 個別漁協への配分結果  者間では，それぞれが自分の取り分以外は相手の取り  

分として認めているとし，それらを除いた残りを平等  

に分割し，配分する原理に異存はないはずだとするも  

のである．この原理を定式化すれば，  

組合  既得権  代膏薬i  代替案ii   

1   19   10   10   

2   19   10   10   

3   19   10   10   

4   39   △33   31   

5   39   △33   31   

6   60   46   44   

7   91   △77   73   

8   101   79   75   

9   1654   1394   1101   

10   2203   1795   1473   

2279   △1828   1520   

12   3125   2703   2094   

13   3175   △2730   2121   

14   4185   △3574   2793   

合計   17008   14322   11386   

威，0）  E－maX（E－dl，0）－maX（E  
．Ⅰ、一、＝  

＋maxほ－め，0），才≠ノ，オ，ノ＝1，2  

となる．第二項が，相手から承認された取り分で，第  

一項が残りの均等配分量である．   

上述のアルゴリズムの③のCG提携手順配分とは，  

最小の既得権量d．の漁協と，残りの漁協の提携体の  

2省間で，まずこの公式を使用し，配分量れと∬2を  

決定し，次に， 且＝J2として，ぁと残りの提携間で  

配分量の決定に移る，という手順を繰り返し通則する  

ことをいう．   

すなわち，目標生産量と既得権益量の構成との関連  

で，目標生産量の均等配分や削減量の均等配分の場合  

や，もう少し複雑な配分を取ることになる．  

4．配分結果と考察  

生産調整には，個別目標生産量の各漁協による管理  

が前提となる．その工夫として，養殖施設を，幹綱  

200（m）を基準として標準化し，この台数による管理  

を想定する．そのために，生産量も既得権益畳もこの  

標準施設台数（5．28（トン／台数））に換算した上で配  

分する．   

ここでは，海域全体の目標生産量の代替案として，  

（i）粗利益の限界量である且2と，（ii）E2と粗利益最大と  

なる且の中間値の2ケースについて，各漁協への配  

分量を求める．各漁協の既得権益量は，1996～1998  

年の3年間の平均生産量とする．図1に示すように比  

較的安定している時期のものである．   

表3に14の個別漁協の既得権量と，目標代替案量  

（合計欄）を示す．これらは，上述したように標準施  

設台数に換算したものである．   

節3の配分アルゴリズムに示すように，まず，いず  

れの代替案についても，③のCG提携手順配分を必要  

とする課題であることが分かる．この子順による配分  

結果を表3に示す．   

代替案（i）は，最も緩やかな削減案で，海域全体での  

粗利益確保の限界量を目標生産量とするケースである．  

前述したように，ピーク時の20％弱に削減する案で  

ある．表3には，配分結果とともに，節2で触れた個  

別漁協の水揚関数と経営雪間数の推定結果を剛－て検  

討し，粗利益の確保が困難となった漁協には△を付け  

ている．この代替案では，小規模漁協にも大規模漁協  

にも△が付き，何らかの別の改善を必要とすることが  

分かる．   

代替案（ii）は，ピーク時の35％強の削減を求める案  

である．△は付かず，全ての漁協で粗利益が確保され  

ている．この案では，既得権量に比例する配分法での  

調整では，′ト規模漁協の存続は不可能となるが，提案  

した配分システムでは，小規模漁協では最大で代替案  

（i）の場合の6％減に留め，吸収余力のある大規模漁協  

に20％減を求めるものとなっており，海域全体での  

養殖活動の維持という命題に応える調整システムとな  

っていることが分かる．  
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